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〔論　文〕

はじめに

　マネジメント諸機能の中で，人事機能は分権
化の程度が高いということが先行研究で指摘さ
れてきた（e.g., 根本，1988；Harzing, 2001）。
それは，進出国によって，労働市場や労働観，
雇用関係法等が異なるためである。このような
現地環境への適応（現地適応）を行う一方で，
多 国 籍 企 業（MNCs：Multinational 
Corporations）を対象とした人的資源管理（国
際 人 的 資 源 管 理：IHRM：International 
Human Resource Management） は，MNCs
として一貫性のあるマネジメントを行うこと

（グローバル統合）も同時に求められている。
国内企業を対象とする HRM と比べて，IHRM
の特徴は，複数国の人材を対象とし，経営手法
や経営慣行の海外移転を通じて，国境を越えた
調整を行うという複雑性に対処することにある

（e.g . ,  Morgan，1986；Dowling，1988；
Gregersen et al. 1996；Dowling，1999；De 
Cieri et al. 2001；De Chieri and Dowling，
2006）。
　これまで，IHRM のあり方は，発展段階論的
視 角（e.g., Franko，1973； 花 田，1988a，
1988b；Adler，1991）及び戦略類型論的視角

（e.g., Schuler et al.1993；根本・諸上，1994； 
Hannon et al. 1995；Taylor et al. 1996；
Dickmann and Müller-Camen，2006）から捉
えられてきた。いずれの視点においても目指す
べき理想型が示され，グローバル統合・現地適
応の観点から，各発展段階，各国際戦略に応じ
た IHRM の特徴が指摘されている。発展段階

論的視点での最終到達点であるグローバル化段
階，戦略類型論的視点でのトランスナショナル
企業（トランスナショナル戦略）に位置づけら
れる企業では，国籍等の属人的要素に関わらず
優秀な人材が経営幹部層のポジションに登用さ
れると考えられている。そのため，先行研究で
は，経営幹部層の現地化に関する研究が重ねら
れてきた。そして，それらの研究は，欧米企業
に比べ，日本企業では，経営現地化が遅れてい
るという実態を明らかにしている。これは，海
外子会社の経営が，海外派遣者による直接統制
によって行われるという日本企業の IHRM の
特徴と関係している。日本人派遣者に依存した
海外子会社の直接コントロールは物理的限界に
あると指摘され，経営現地化を図るべきだとの
議論が見受けられる。しかし，残念ながら，今
日においても日本企業における経営現地化問題
は十分な解決に至っていないようである。日本
企業がグローバル市場に活路を見出し，生き残
りを図るためには，本国あるいは本国人材

（PCNs：Parent Country Nationals）を対象と
してきた IHRM のあり方を見直すことが必要
となる。
　本稿の目的は，グローバル経営の遂行という
観点から経営現地化問題に焦点を当て，なぜ日
本企業では経営現地化が進まないのかというこ
とについての検討課題を明らかにすることにあ
る。まず，第１節では，経営現地化に関する先
行研究を概観し，経営現地化が求められる理由
及び経営現地化の決定要因について考察する。
これらの議論を踏まえて，第２節では，日本企
業における経営現地化の諸課題について取り上
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げる。第３節では，日本企業における HRM シ
ステムのグローバル化の取り組みを概観し，そ
の検討課題について考察する。最後に，本稿に
残された課題を提示する。

Ⅰ　経営現地化１）に関する議論

１．なぜ経営現地化が求められるのか
　海外子会社における人材の現地化の方法には
次の２つの方法がある。１つは，現地国籍人材

（HCNs：Host Country Nationals）を従業員と
して雇用する「雇用の現地化」と，HCNs を経
営者層に登用する「経営の現地化」である。雇
用の現地化とは，子会社のロワー・マネジメン
トレベル（役職をもたない従業員層，ブルーカ
ラー層）とミドル・マネジメントレベル（役職
従業員層，ホワイトカラー層）の従業員にすべ
て HCNs を充てることであり，経営の現地化
とはトップ・マネジメントレベル（経営者層）
に HCNs を起用することである（茂垣，2006，
p.142）。ミドル・マネジメントレベルの現地化
はほぼ進められている状態にあることが指摘さ
れており（e.g., 吉原，1989），今日，検討課題
として取り上げられているのは経営現地化であ
る。
　それは次のような問題に起因している。第１

は，経営現地化問題は，外資系企業と受入国側
の利害が対立する問題であり，第２は，HCNs
をどのレベルまで登用し，活用するかという
MNCs 側の問題である。外資系企業はその経
営権を確保しながら経済価値の追求をその行動
原理とするのに対し，受入国側はその経済自立
と主権の確保を主張する。従って両者の利害は
対立する（金原，1988，pp.52-53）。受入国側
にとっては，経営資源を保有・支配することが
彼らの経済的自立に繋がると考えられているた
め，経営資源の支配に直接関連する経営現地化
は彼らにとって重要な関心事となる。そのた
め，受入国側の要請を受けて進められてきた側
面がある（e.g., 金原，1988；石田，1994）。こ
のような背景から，MNCs としては，HCNs に

現地子会社またはグローバルな規模での昇進可
能性を提示できるポジションを提供し，権限委
譲を進めることが１つの検討課題となってい
る。しかし，経営現地化問題は，受入国側との
関係という消極的な視点からだけではなく，
MNCs が PCNs，HCNs， 第 三 国 籍（TCNs：
Third Country Nationals）といった多様なバ
ックグラウンドを持つ人材をマネジメントする
メリット，デメリット，及びグローバル人材の
育成という積極的な視点からも検討されてい
る。以下ではそれぞれみていくことにする。
　そもそも企業が海外派遣を行う動機には，適
任者を容易に確保し，訓練することができない
場合に行われる「ポジションの補充」，重要な
国際ビジネスを遂行する組織の責任を負うポジ
ションに配置する「管理者の育成」，組織や意
思決定プロセスを修正し，維持するための手段
としての異動である「組織開発」があると考え
られている（Edström and Galbraith，1977）。
Sparrow et al.（2004） は，Edström and 
Galbraith（1977）の研究に基づき海外派遣者
を活用する理由を明らかにしている。第１は，
キャリア開発，国際経営人材（international 
cadre of managers）の育成である。第２は，
専門知識を持つ人材の移転，海外子会社のコン
トロール，グローバル政策の調整である。第３

は，専門知識を持つ HCNs の不足である。こ
れらの理由から企業は海外派遣者を活用すると
考えられている。海外派遣者に関する議論は企
業の多国籍化の問題と深く関わっており，70年
代における海外派遣者に関する初期の研究では
企業の国際化を背景とし，主に PCNs の活用が
議論の対象とされてきた。1980年代に入ると，
海外派遣の失敗要因等に関する研究が行われる
よ う に な り（e.g., Tung，1981，1982；Zeria 
and Banai，1985；Kobrin，1987），HCNs の育
成・活用の重要性が認識されるようになった。
　 以 下 で は，Harzing（2004） 及 び Scullion 
and Collings（2006）の研究に依拠し，多様な
人材を活用するメリット・デメリットについて
みていこう。PCNs が海外子会社に派遣され，
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そこでの重要なポジションに就く理由は，
PCNs は本国の目標，戦略，諸施策，諸慣行に
熟知しており，管理的・技術的専門知識を保有
していることにある。従って，本社と海外子会
社との調整役を果たし，本社の意向に従って，
海外子会社のマネジメントをコントロールする
ことが可能だと考えられてきた（e.g., Phatak，
1989；Dowling and Schuler，1990；Harzing，
2004，Scullion and Collings，2006）。また，海
外子会社への派遣は，優秀な PCNs へのキャリ
ア機会を提供することでもある。しかし，
PCNs を海外子会社に派遣することにより，
PCNs の現地環境への適応の難しさ，海外派遣
者の選抜，教育訓練，派遣コストの増大，
PCNs を基幹職に登用することによる HCNs の
昇進可能性の減少・モチベーションの低下等の
諸問題が発生する。これらの諸問題は，MNCs
に HCNs の活用を積極的に行う動機をもたら
した。先行研究では，HCNs を活用することに
よって，PCNs の活用にまつわるこれらの問題
はいくつか解消されると考えられている。
HCNs は，法的，政治的環境及び現地国のビジ
ネス慣行に熟知しているため，現地国の要求に
迅速に対応することができ，さらに，PCNs や
TCNs に比べて雇用コストは低く，彼らに
MNCs の海外子会社における昇進可能性を提
供することによって，彼らのコミットメントや
モチベーションを高めることが可能となること
が指摘されている。
　しかし，一方で，これまで PCNs が担ってき
た役割，すなわち，MNCs 全体としての海外
子会社の役割を理解しコントロールすることの
難しさ，本社とのコミュニケーション上の問題
及び PCNs へのキャリア機会の減少という問題
が懸念される。前節でわれわれは，企業の多国
籍化に伴い HCNs に加え TCNs の活用が進め
られることを指摘してきた。TCNs はキャリア
の一環として海外子会社に派遣される。それ
は，給与や再配置コストが PCNs よりも低く，
言語障壁が低くなる可能性や，TCNs の出身国
における雇用機会が限定されている場合，

PCNs よりも海外勤務を引き受ける可能性が高
いと考えられるからである。しかし，経営現地
化という観点から捉えると，海外子会社におけ
る TCNs の活用は HCNs の昇進可能性を狭め
ることに繋がり，現地国の反感を招く要因とし
てみなされる場合もある。併せて，管理的・技
術的能力というよりも言語能力で選抜される可
能性もある（Scullion and Collings，2006）。し
かし，TCNs が現地子会社で必要とされる管理
的・技術的専門知識を持っている場合，それを
現地国に適用するという観点からは最良の妥協
案 と も 考 え ら れ て い る（Harzing，2004，
p.254）２）。このように，TCNs の活用のメリッ
ト・デメリットが指摘されているが，TCNs の
役割についての研究はいまだ発展段階にある

（Collings et al. 2009，p.1257）。
　以上の議論から，HCNs，TCNs を活用する
ことによって，PCNs の海外派遣のデメリット

（海外派遣の失敗・コストの削減）を回避し，
HCNs のモチベーションを高めることが可能と
なると考えられていることが分かる。しかしな
がら，MNCs にとって，グローバル経営が理
想ではなく，実際的な課題となってきた今日，
極度の経営現地化は支障をきたしかねない。な
ぜならば，国境を越えた人材配置の削減は，グ
ローバル戦略の達成に必要な幅広いスキルを持
つマネジャー層を削減することに繋がるからで
ある（Pucik，1992，pp.69-75）。従って，経営
幹部層の全てのポストを HCNs に登用するべ
きだという極度の経営現地化論には注意が必要
である。ここで，グローバル戦略の達成に必要
なスキルを持つ人材とは，従来の本国志向的な
意味で PCNs を活用することを意味するもので
はなく，HCNs，TCNs を含めて捉えられてい
る（e.g., Black，1988；Brewster and Myers，
1989；Adler and Bartholomew，1992；Abbas 
and Robert，1996；Stanek，2000；Black et 
al. 1999；Evans et al. 2002；；Bartlett and 
Ghoshal，2003；Townsend and Cairns，
2003；Scullion and Collins，2006）。 つ ま り，
グローバル戦略を遂行する役割を担う経営幹部
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層の予備要員を拡大することを意味する（e.g., 
Pucik，1992，p.69）。
　グローバル戦略の実行に貢献する人材は，グ
ローバル人材（グローバルマネジャー，グロー
バルリーダー）と称され３），1990年代以降，そ
の育成・活用の重要性が指摘されるようになっ
てきた。グローバル人材は，「グローバルなコ
ンテクストにおいて，戦略を立案，実行し，資
源やアイデア，技術を効果的に組み合わせて活
用し，情報を創造・調整することのできる人
材」（Black et al. 1999，邦訳，p. ⅲ）として捉
えられている。グローバル人材の役割は，グロ
ーバル経営を行う上で欠かすことはできない。
グローバル経営とは「分散配置された相互に連
携しあう拠点からなる企業の営み，経営のあり
方」（田端，2007，p.18）を意味する。このグ
ローバル経営には，①複数の国に事業拠点が分
散配置されており，かつ②グローバルなレベル
でのレバレッジ，すなわち調整（連携）を行う
ことが求められる（田端，2007，pp.18-20）。
グローバル経営の目的は，分散配置された拠点
間の調整を行うことにより，一国の拠点だけで
は達成できない強みを引き出すことにあると考
えられる。グローバル人材は，グローバル戦
略４）の実行を通じて，MNCs の競争優位の構
築に貢献する。しかしながら，グローバル人材
のビジネスニーズは高まっているにもかかわら
ず，子供の教育問題や生活の質の向上に対する
意識の高まり等から海外勤務を忌避する傾向が
みられ，グローバル戦略を実行する人材が多く
の MNCs で不足しているという現状がある

（e.g., Scullion and Collings，2006，pp.90-92）。
HCNs，TCNs をグローバル人材として活用す
るためには，国籍にかかわらず優秀な人材を登
用し，彼らを公平に評価，処遇する仕組みを確
立する必要がある（Adler and Bartholomew，
1992，pp.60-62；Pucik，1992，p.76）。経営現
地化の取り組みは，MNCs がグローバル化段
階へと移行する上で必要な「プロセス」であ
り，実際的にグローバル経営を実行する上で避
けることのできない重要な課題と認識されてい

る（e.g., Scullion and Collings，2006，p.89）。

２．経営現地化の規定要因
　それでは，先行研究において，経営現地化に
影響を及ぼす要因はどのように捉えられている
のだろうか。本項では，Harzing（2001）によ
る国際比較の実証研究と，日本企業を対象にし
た研究（佐藤，1984a，1984b；永野，1992；
白木，2006）を取り上げる。

１） Harzing（2001）による国際比較による
経営現地化の規定要因

　Harzing（2001） は，250社 近 い MNCs の
2689の海外子会社の記録データを利用した実証
研究を通じて，海外子会社の経営幹部層に
HCNs，PCNs のいずれを活用するかという選
択に影響を及ぼす諸要因（本国・親会社の特
性，産業特性，ホスト国の特性，海外子会社の
特性）のモデルを構築した（図１参照）。
　Harzing（2001）によると，本国・親会社の
特性として，不確実性回避の傾向が強い文化を
有する企業では，外国人に対する疑念があるた
め，PCNs を経営幹部層に登用し，海外子会社
の主導権を握ろうとする傾向がある。また，本
国とホスト国の文化的距離がある場合には，情
報の流れを適切に管理すること，コミュニケー
ション上の誤解が生じる可能性を回避するた
め，PCNs を通じた直接コントロールを行うと
いう。さらに，大規模な MNCs の場合，経営
幹部層の人材が豊富であり，かつマネジャーの
海外派遣を行うための公式的な経営開発プログ
ラムを保持しているため，PCNs を活用する可
能性が高いと考えられている。次に，産業特性
であるが，Harzing（2001）の研究では，金融
サービスや広告・出版業では PCNs を活用する
比率は高く，コンピューター及びオフィス機
器，エレクトロニクスおよび関連機器，食品産
業では低いという結果が示されている。このよ
うな結果が出た1つの理由として，Harzing

（2001）は，食品産業等の現地市場の知識が重
要となる産業では HCNs を登用する可能性が
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高いと考えられると説明している。
　ホスト国の特性について，HCNs の教育レベ
ルが高い場合，および本国よりもホスト国の生
活費が高い場合には，HCNs が海外子会社の経
営幹部層に登用される可能性が高いという。他
方，ホスト国において政治的リスクが高い場合
には，海外派遣者を通じた直接コントロールが
行われる。最後に海外子会社の特性であるが，
ホスト国での海外子会社の操業年数が長くなる
につれ，能力のある HCNs を採用することが
容易になり，また HCNs の教育訓練に効果が
みられるようになるため，HCNs が海外子会社
の経営幹部層に登用される可能性は高くなる。
また，買収により子会社化した場合には，
HCNs が既に経営幹部として活躍しているケー
スが多いため，HCNs はそのまま経営幹部層に
登用される。他方，本社に直接報告する義務を
負う大規模で過半数所有の海外子会社や，業績
が芳しくない海外子会社では，PCNs が海外子
会社の経営幹部層に登用される可能性が高いと
いう。このように，Harzing（2001）は国際比
較の実証研究を通じて，海外子会社における経

営幹部層への PCNs，HCNs の登用を規定する
要因について明らかにした。

２） 日本企業を対象とした経営現地化の規定
要因

　日本企業を対象に経営現地化の規定要因に関
する考察を行っている研究（e.g., 佐藤，1984a，
1984b；永野，1992）では，経営現地化に影響
を与える要因として，操業年数仮説と日本型職
務構造仮説の２つが提唱されている（e.g., 永野，
1992）。まずはこれらの仮説を取り上げた研究
を概観し，その後，これらの仮説以外の諸要因
も取り上げている研究として，白木（2006）の
研究を取り上げ，経営現地化の規定要因につい
て考察する。操業年数仮説は，現地での操業年
数が長くなるほど，経営現地化は促進されると
捉えるものである（永野，1992）。操業年数は，
日本企業を対象とした研究だけに取り上げられ
る指標ではないが，日本企業の海外子会社にお
ける経営現地化を検討する研究ではよく取り上
げられる指標の１つである。佐藤（1984a，
1984b）は，公式的現地化，実質的経営現地化

 

本国/親会社の特性

＋不確実性回避のレベル

＋本国とホスト国の文化的距離
＋多国籍企業としての規模
[＋R&D集約度 ]

産業特性

＋銀行業および銀行業務

＋証券業および商品取引員
＋印刷業，出版業
－広告代理店

－コンピューターおよびオフィス機器
－エレクトロニクスおよび関連機器

－食品＆関連製品

ホスト国の特性

－教育レベル

＋政治的リスク
－本国よりも高い生活費

海外子会社の特性

－操業年数

－買収による設立
＋過半数所有
－HQからの報告距離

＋子会社の規模
－業績

海外子会社の経営幹部層

にPCNが活用される可能性

図１　HCN，PCNの活用の選択に影響を及ぼす諸要因５）

出所）Harzing (2004, p.257)から筆者作成。
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の２つの指標を用いて，インドネシアの日系企
業15社を対象に経営現地化の現状にみられる特
徴と経営現地化を規定する要因について考察を
行っている。公式的現地化とは，経営組織の中
でどの職能のどの職位まで現地人が就いている
かということによって現地化の実態を測ろうと
するものであり，実質的経営現地化とは，現地
人管理職や監督職にどの程度の権限が与えられ
ているかということから現地化の実態をみよう
とするものである（佐藤，1984a，p. ３）。佐藤

（1984a，1984b）によると，経営現地化は次の
２つの段階を経て進められると考えられてい
る６）。第１段階は，操業後５～８年までの時
期であり，HCNs への権限委譲が急速に進み

（生産・設計・技術部門が中心），日本人出向者
が減少する。公式的現地化の側面からは，課長
職層までがほぼ現地化され，部次長層が現地化
の先端職位となる。職能部門によって現地化の
進展に相違が見られ，人事・総務部門と資材・
購買部門の現地化は早いが，経理部門と生産部
門の現地化は遅れる傾向があるという。操業後
10年以上となると，部長層での公式的現地化の
進展がみられるが，日本人出向者はアドバイザ
ーとして配置され（主に生産部門），実質的現
地化が遅れる第２段階となる。
　永野（1992）は，アジアに進出している日系
企業の部長職以上を対象とする分析７）を通じ
て経営現地化の決定要因の特定化を試みてい
る。永野（1992）の研究の貢献点は，製品マー
ケット別（製品・サービスの主たる供給先を現
地市場対象，現地の日系企業対象，日本や第三
国対象に分類）に海外子会社の役割を捉え，そ
れと操業年数が経営現地化にどのような影響を
及ぼしているかを明らかにしたことにある。彼
の分析結果によると，①現地市場を対象に製
品・サービスを提供している現地子会社では，
操業年数仮説が当てはまるが，②それ以外の企
業，特に日本や第三国への輸出を中心とする現
地子会社では，操業年数の長さは，日本人比率
の低下に結びつかないことが示されている。②
の結果に対して，永野は，世界市場を対象とす

る製品を供給する現地子会社の管理職には，高
度な専門知識が求められ，また日本本社で立案
される企業の世界戦略と現地生産を連動する必
要があるため（日本本社との連携の必要性），
経営現地化が進みにくいのではないかと説明し
ている。以上が操業年仮説を提唱する研究の概
要である。
　次に，日本型職務構造仮説についてみていこ
う。この仮説は，石田（1985，1989，1994）の
主張をベースとしている。石田（1985，1989，
1994）によると，日本企業の職務構造は極めて
柔軟になっていて，各職務の領域が曖昧に設定
されているという特徴がある。日本企業では，
入社以来の教育訓練や OJT，さらにローテー
ションを通じて柔軟な職務に対応することを可
能にする従業員を育成している。しかし，日系
海外子会社は，そのような育成プロセスを経て
いない HCNs を活用せざるを得ない状況に直
面している。従って，曖昧な職務構造を修正し
ない限り経営現地化は進まない（石田，1994，
p.105）と捉える仮説である。佐藤（1984b）は，
日本企業の海外子会社において実質的現地化が
遅れる理由を日本型職務構造の特性に求めてい
る。彼によると，実質的現地化の遅れは，出向
者を代替し得る人材が十分に育っていないこと
に起因すると指摘する。日本企業が求める管理
職の人材像は，企画能力および問題解決能力が
あり，部門間の調整力を持ち，自分の職務領域
にこだわらず，多能的で率先垂範的な態度を持
つ人材（佐藤，1984b，p.12）だという。この
ような人材像は，日本型職務構造に結びついた
ものであり，こうした人材の育成にはかなりの
時間がかかる。また，日本企業の技術移転の方
法は，曖昧な職務構造を前提としているため，
人を媒体とした OJT による技術移転に依存し
がちとなり，移転のテンポは日本人派遣者の数
に依存する。従って，操業段階ごとに最も必要
とされ，かつ比較的移転が簡単な職務から順次
移転されるが，移転が相対的に難しい管理業務
ないし開発・改善業務を行う段階になると経営
現地化のテンポは遅くなる。これらの理由か
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ら，佐藤（1984b）は，実質的現地化が遅れる
と結論付けている。以上が日本型職務構造仮説
を踏まえた研究である。
　では次に，操業年数，日本型職務構造以外の
諸要因を経営現地化を規定する要因として取り
上げている研究を概観していこう。白木（2006）
は，多国籍内部労働市場（内部労働市場の国際
的外延化）という概念を提示し，日本企業の
IHRM の特性を明らかにしようと試みている。
その分析の１つの試みとして，日本企業におけ
る日本人派遣者比率の決定要因についての考察
を行っている。彼の分析結果によると，日本企
業側出資比率が100％またはそれに極めて近い
場合，日本本社の経営理念や HRM システムを
積極的に海外子会社に導入しようとする場合，
現地子会社におけるローカル大卒比率が高い場
合には日本人派遣者比率は高くなる。他方，現
地子会社における HCNs が部課長，もしくは
それ以上の役職を担当できるまでに育成されて
いる場合，現地法人の社長に HCNs あるいは
TCNs が登用されている場合には日本人派遣者
比率は低くなるという。白木（2006）自身も指
摘しているが，彼の調査結果の興味深い点は，
海外子会社におけるローカル大卒比率が高い
と，日本人派遣者比率も高くなるという点であ
る。この解釈として，白木は，高学歴人材の蓄
積が進むほど現地法人が取り扱う製品・技術・
サービスレベルが高くなり，その結果，日本本
社からの技術並びに経営管理ノウハウの移転が
盛んに行われるからではないかと説明してい
る。

　以上，佐藤（1984a，1984b），永野（1992），
白木（2006）の研究を概観し，経営現地化を規
定する要因について検討してきた。これらの議
論をまとめたのが表１である。
　表１は，これまで概観してきた先行研究にお
いて，日本企業における日本人派遣者活用の規
定要因をまとめたものである。表１中のプラス

（+）とは日本人派遣者比率の増加（経営現地
化の遅れ）に影響を及ぼすと考えられているこ
とを意味し，マイナス（－）は日本人派遣者比
率の低下（経営現地化の促進）をもたらすと考
えられていることを示している。表中の海外子
会社の特性項目において，操業年数が＋ / －表
記となっているのは，永野（1992）による製品
マーケット別の海外子会社の役割を反映したた
めである。そのため，製品マーケット別の海外
子会社の役割についても，＋ / －表記となって
いる。表１では先行研究で指摘されてきた経営
現地化の規定要因をまとめているが，当然なが
ら，研究者によって分析方法及び質問項目は異
なることに注意されたい。
　以上，日本企業における経営現地化の規定要
因について考察してきた。次節では，日本型職
務構造に基づく海外派遣者の役割について概観
し，経営現地化の諸課題について考察していく
ことにする。

表１　日本企業における経営現地化の規定要因

本国・親会社の特性 海外子会社の特性

＋経営理念の重視（白木，2006）
＋ HRM システム・経営システムの積極的な移転（白
木，2006）
＋日本型職務構造に基づく技術・管理ノウハウの積
極的な移転（佐藤，1984b，白木，2006）

＋ / －操業年数（佐藤，1984a，永野，1992）
＋日本型職務構造（佐藤，1984b，石田，1994）
＋出資比率（白木，2006）
＋教育レベル（HCNs の大卒比率）（白木，2006）
＋日本企業の求める人材の不足（佐藤，1984b）
＋  / －製品マーケット別の海外子会社の役割
　（永野，1992）

出所）筆者作成。
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Ⅱ　日本企業における経営現地化の諸
課題

１． 日本型職務構造と海外派遣者の役割
　先行研究では，日本企業の IHRM の特徴と
して，海外子会社の経営を本国からの派遣者を
通じた直接統制によって行うことが指摘されて
きた。そのためか，国内の研究者による IHRM
研究では，日本人派遣者の選抜・教育訓練・処
遇・帰任等に関わる研究が少なくない。日本企
業が PCNs を海外子会社に派遣する目的は，技
術移転（安室，1988）や経営理念の浸透（e.g., 
石田，1994；園田，2001；白木，2006）等の本
社で生み出された競争優位を移転することにあ
る。しかし，特に日本企業については，公式化

（マニュアル化）８）の程度が低いため（e.g., 佐
藤，1984b，金原，1988；石田，1989），派遣
者を通じた直接コントロールが高く，その体制
が続いていることから，本国志向的なマネジメ
ントを行っていると認識されてきた。理論的に
は，公式化の程度を高めることは派遣者を通じ
た直接コントロール体制から抜け出すことに繋
がると考えられている。後で述べるように，グ
ローバル経営に取り組む日本企業では人事制度

（HRM システム）改革が行われている。しか
し，公式化の程度を高め，経営現地化を進める
ことはそれほど容易な話ではなさそうである。
なぜならば，海外派遣者の活用は，前節でみて
きたように，日本型職務構造と結びつき，それ
が日本企業の競争力を構築していると考えられ
ているからである（e.g., 金原，1988；安保他，
1991）。
　金原（1988）は技術移転の視点から OJT の
果たしている役割と，海外子会社と本社の技術
移転に関するギャップについて次のように指摘
している。日本企業における OJT による教育
訓練の普及は，日本における終身雇用制，外部
労働市場の未発達，新卒者の定期採用がその背
景に存在している。OJT は，それらの要因に
基づいて，技術者及び熟練の長期的な内部育
成，労働市場の内部化を促すべく制度化され

た。OJT は，もともと作業技術，操作技術の
熟練を高める方法であったが，日本企業におけ
る OJT の発達はそれにとどまらず，技術は動
的で絶えず進化するものであるとの考え方と強
く結びつき，生産ラインの現場において技術改
良や技術開発を推進するものとして制度化され
た。多くの日本企業では，技術内容が文書化さ
れ，マニュアル化されることによって遂行され
る技術は静的技術と捉えられ，それでは厳しい
技術競争，市場競争に生き残ることができない
と考える。しかし，OJT は絶えざる改善を追
求するが故に，現地国側に技術移転についての
未完了感を常に残し，また職務内容，権限・責
任，職務評価基準が曖昧なため，技術移転が行
われにくいものと判断されるという側面があ
る。それにも関わらず日本企業が OJT による
技術移転を行うのは，それが日本企業の優れた
品質管理を生み，国際競争力を維持する上で不
可欠であるとみなされているためである（金
原，1988，pp.66-70）。日本企業側の視点で捉
えれば，OJT を通じた技術移転は継続的・動
的な取り組みとなり，海外派遣者を通じた移転
を行う動機や理由となると考えられる。
　また，安保他（1991）は，北米に立地する日
系製造企業450社を対象とした実証研究を通じ
て海外派遣者の役割を次のように説明してい
る。1つは，海外派遣者のオールラウンドな目
配りと様々なレベルでの媒介機能，そして技
術・ノウハウが，あらゆる隙間を埋め，本社─
海外子会社間のギャップをカバーしており，日
本的経営を体現していること，それに際して，
第2は，通常の職制を持たないコーディネータ
ーあるいはアドバイザーとして活躍する派遣者
は，日本本社で作り出したシステムの本質ない
し論理を海外子会社の環境条件を理解した上
で，現地子会社に修正しながら適応するという
点で中心的な役割を果たしていることである９）。
このように，海外派遣者の果たす役割は，日本
的生産システムの強みと深く結びついているた
め，非合理な日本的特殊要因として機械的に分
離することは実際には実現しにくいと指摘する
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（安保他，1991，p.262）。これまでの議論を踏
まえると，日本企業の海外子会社において経営
現地化を進めるためには，HCNs に日本的経営
システムの特殊性を受け入れ，理解してもらう
ことが必要となる（金原，1988，p.63）。岸

（2010）は，日本企業にとって優秀な人材は，
高い野心を持った即戦力となる人材ではなく，
日系企業のなかで独特に働く「暗黙知」を積極
的に獲得した HCNs（結果的に企業内部に残っ
た人材）であり，彼らが結果的に「優秀な人
材」として日系企業経営の中核となる仕事を任
されることになると指摘する（岸，2010，
p.47）。
　しかし，現実問題として多くの日本企業が直
面しているグローバル経営の実行を念頭に置い
た場合，日本的経営を理解し，体現することが
できるあるいはその可能性を持つ限られた人材
のみでグローバル経営を実行することは実質的
に難しいのではないだろうか。上述してきたよ
うに，海外派遣者の数は物理的に限られている
中で，HCNs にも日本型職務構造への理解を求
め，出向者を代替し得る人材へと育成するには
相当の時間を要することになる。先行研究で
は，優秀な人材とは結果的に日本企業に残った
人材であるとの見解が示されているが，裏を返
せば，日本型職務構造の特性になじめない
HCNs にとっては居心地の悪い企業となり，転
職という道を選ばざるをえないのかもしれない
とも解釈できる。果たしてどれだけの人材が転
職をせずに日本企業に留まるかは未知数であ
る。少なくとも，経営現地化という観点からみ
ると，日本型的職務構造は大きな制約要因とな
っている（e.g., 佐藤，1984b；金原，1988）。

２． 日本型HRMの海外子会社への適用可能
性に関する議論

　日本企業の IHRM は，前項でみてきたよう
に，日本型職務構造と深く結びついており，そ
の結果，海外子会社の経営は，海外派遣者によ
る直接統制によって行われるという特徴があっ
た。しかし，このマネジメント方法は，日本企

業がグローバル市場でビジネスを展開するにつ
れ齟齬をきたすようになっていることは先行研
究でよく指摘されている。従って，日本企業
は，グローバル市場での競争を念頭に置き，グ
ローバル経営の遂行という観点から IHRM を
見直す必要がある。前節で検討してきたよう
に，グローバル経営の遂行には，PCNs だけで
はなく，HCNs，TCNs を含めた人材の育成・
活用が前提となり，グローバル統合，現地適応
という観点から一貫性のある調整が求められる

（e.g., 笠原，2012）。以下では，日本型 HRM の
海外子会社への適用可能性についての議論を取
り上げる。必ずしもグローバル統合・現地適応
という視点から考察が行われているわけではな
いが，先行研究でその適用可能性がどのように
捉えられてきたのかを知ることは経営現地化の
諸課題を検討する足がかりとなる。
　日本型 HRM の海外子会社への適用可能性に
関する議論は，適用可能と主張する研究と適用
は困難であると主張する研究の２つに大別でき
る10）。適用可能と主張する研究は主に小池・猪
木（1987），小池（1999），石田（1985，1989，
1994） で あ る。 小 池・ 猪 木（1987）・ 小 池

（1999）は，日本的生産システムの中心的な特
質を作業現場の「技能」形成に求め，変化と異
常への「対処能力」を中核とする知的熟練の重
要性を指摘している（小池・猪木，1987，
p.12）。彼らによると，知的熟練は企業特殊的
熟練であり，長期勤続を前提とした幅広い
OJT によって身に付くものであるという。そ
して，企業内で経験を積む知的熟練の形成方式
やそれにもとづいた働き方，すなわち，長期雇
用，専門のなかで幅広く仕事を経験し技能を高
めること，査定つき定期昇給つきの社内資格給
などは他国にも大いに存在し，普遍性があると
指摘する（小池，2005，pp.233-234）11）。
　石田（1985，1989，1994）は，日本型 HRM
はブルーカラーには成果を挙げているが，上級
人材の管理では問題点があるとし，海外子会社
への適用には部分的な修正を必要とする修正日
本型 HRM を提唱している。石田（1989）によ
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ると，海外において日本企業が修正を図らなけ
ればならない日本的雇用慣行は，HCNs，
TCNs に対して個人の利害よりも集団の利害を
優先する集団主義的イデオロギーであり，雇用
安定化に付随する恒常的残業，男女区別・差
別，早期定年，子会社への人材再配置等である
という（石田，1989，pp.28-29）。
　このように日本型 HRM は海外子会社に適用
可能であると主張する研究がある一方で，適用
は困難であると主張する研究がある（安室，
1986；吉原，1996；白木，2006）。安室（1986）
は，Hall（1976）によって示された「コンテク
スト」概念を援用し，文化の相違や経営システ
ムの相違を「程度」の違いとして捉えている。
コンテクストとは，人間同士の関係付けに関わ
る側面を人間相互の情報を処理するプログラミ
ング機能として取り出したものである（安保
他，1991，p.12）。社会構成員間で共有情報が
あり，情報の伝達に多大な労力をかけなくても
効率的に行うことが可能な日本などは高コンテ
クスト社会であるため，日本の経営システムで
は職務遂行に必要な最小限度以下の情報が提供
されるという。しかし一方で，アメリカやドイ
ツ等の低コンテクスト社会では，社会構成員は
個別化，分断化，専門化された機能を担ってお
り，共通理解を形成するためには，コミュニケ
ーションを通じて必要な情報を形成していく必
要があるため，職務記述書等の形式で公式化さ
れているという（安室，1986，pp.112-114）。
このように，コンテクストの違いがあるため，
海外子会社への移転・適用は困難であるとし，
管理方式の公式化が不可欠であると指摘する。
　吉原（1996）は，日本企業において経営現地
化が遅れている理由を，海外子会社に日本的経
営を持ちこみ，実践している点に求めている。
経営現地化を進めるためには，日本本社の国際
化（日本本社における海外経験を積んだ人材の
育成・蓄積，HCNs の意思決定への参加，英語
によるコミュニケーション等），すなわち日本
的経営の部分的，あるいは大幅修正を図る必要
があると指摘する。

　白木（2006）は，本社において形成された内
部労働市場の国際的外延化，すなわち，多国籍
内部労働市場が機能（循環）するためには，海
外子会社に独自の技術・ノウハウ及び人的資源
が蓄積される必要があるという。つまり，海外
子会社独自の技術・ノウハウが蓄積されてはじ
めて本社─海外子会社間の双方向的な人の移
動，ノウハウの移動が行われると指摘する。日
本企業では，日本人という国籍を優先するフィ
ルターがかけられているが，円滑に多国籍内部
労働市場を循環させるためには，国籍にかかわ
らず優秀な人材が異動できるインフラストラク
チャー（評価制度の共通化・透明化，本社によ
る多国籍優秀人材の登録・育成への支援）を備
える必要があると述べている。
　以上，日本型 HRM の海外子会社への適用可
能性に関する議論を概観してきた。様々な見解
が示されているが，石田（1985，1989，1994），
安室（1986），吉原（1996），白木（2006）の研
究から，経営現地化を進めるためには，本国の
管理方式を修正する必要があることが指摘され
ていることが分かるだろう。日本企業の海外子
会社における IHRM のあり方もさることなが
ら，1990年以降，日本企業本社においても，グ
ローバル経営が理想ではなく，実際的な課題と
なってきたことを背景に， HRM システムのグ
ローバル化への取り組みが行われるようになっ
た。

Ⅲ　日本企業におけるHRMシステム
のグローバル化への取り組み

　1990年代以降，多くの日本企業はグローバル
経営が理想ではなく，実際的な課題となってき
たことを背景に，グローバル人材の育成・活用
及び従来の日本企業の抱える IHRM にまつわ
る諸課題を克服することを目的とし，本社にお
いて従来の国内市場を対象とした HRM システ
ムから公式化の程度が高いと考えられる HRM
システムへの改革が進められている。日本企業
本社におけるグローバル市場，グローバル経営
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を念頭に置いたHRMシステム改革は，従来の職
能資格制度から職務等級制度12）（ヘイシステム13））
をベースとするコンピテンシーマネジメントの
HRM システムへの改革という形で行われてい
る。HRM システム改革の対象は，主に管理職
以上であり，将来的に海外子会社を含めて
HRM システムの標準化を図り，国籍に関わら
ず優秀な人材を登用・活用することが目指され
た。これまでも，日本企業がグローバル企業と
して活躍し，経営現地化を進める上で職務等級
制度の活用が重要であることは産学において指
摘されてきた（e.g., 安室，1992；日本在外企業
協会，1994；関西生産性本部，2000a，2000b，
2004a，2004b 茂垣，2000；白木，2006；古沢，
2008）。ヘイシステム，コンピテンシーマネジ
メントの特徴及び日本企業の HRM システム改
革のプロセスについては拙稿（笠原，2002，
2003，笠原・西井，2005等）で取り上げている
ため，ここでは，日本企業における HRM シス
テム改革に関する議論の流れを経時的に３つの
時期に区分して捉え，HRM システム改革にお
ける課題を提示する。

１）第１期：1990年代前後
　1990年代前後に，最も早く職務等級制度への
改革に着手したのは，銀行等の特定の業界に属
する企業だった。この背景には，外資系投資銀
行等の日本市場進出によって，日本の銀行や証
券会社は，大量の中堅社員を引き抜かれるとい
う状況に直面していた。外資系投資銀行は，日
本での事業拡大に伴い，日本の銀行や証券会社
等がこれまで巨額を投じて育成してきた中堅社
員を大量に引き抜いた。日本の金融機関の経営
トップは，外資系の採用条件と同等の待遇を提
供しなければ，有能な人材を維持することが困
難であり，社員に対する初期投資を回収するこ
とができない状況だった（Cappelli，1999，
p.154）。このような状況を背景に，一部の金融
機関でヘイシステムの導入が行われた。しか
し，日本の金融機関は，危機感を持って人的資
源管理の変革に取り組んだというよりも，外資

系企業に負けないくらい先端的なことをやりた
いという思いや，資金的余裕があるという観点
からヘイシステムの導入を行った。そのため，
海外でヘイシステムを採用していても日本国内
では必要ないとする考え方が支配的だった（西
井，2004，pp.5-6）。

２）第２期：バブル崩壊後
　バブル崩壊後の1994年以降から，トヨタ，武
田薬品工業等をはじめとする日本企業において
HRM改革が行われ始めた。これらの企業では，
これまで運用してきた職能資格制度を見直し，
ヘイシステムの導入が行われた。ヘイシステム
が注目された理由としては，第１にヘイ・グルー
プのオピニオンリーダーとしての役割がある14）。
ヘイ・グループは，フォーチューン1,000社の
過半数以上で採用され，報酬制度の世界標準と
なっている。そのため，ヘイシステムを導入す
ることで，導入に関するノウハウや公平な給与
システムが採用されているという信頼性を従業
員に示す等のメリットを享受することができる

（e.g., 安室，1992；Skenes and Kleiner，2003）。
第２に，企業研究会等でヘイシステムが取り上
げられ（e.g., 関西生産性本部，2000a，2000b，
2004a，2004b），ある種のブームとなっていた
こともあり，ヘイシステムを導入した事例とし
て取り上げられた企業の影響も大きかったので
はないかと推察される。
　成功事例として取り上げられた企業の多くで
は，ヘイシステムが利用されており，その導入
手法は，組織文化の診断と改革→役員業績評価
と育成・登用制度の設計→職務等級制度の導入
→コンピテンシーマネジメントの導入という形
でプロセス化されている（笠原・西井，2005）。
このように導入手法がプロセス化されている背
景には，ヘイシステム自体が国や地域を越えて
標準化されており，企業ごとに方法論を積極的
にカスタマイズすることは行われていないため
である（西井，2006）。この時期は，ヘイシス
テムや HRM システム改革に関する議論への関
心が高まっていたが，1990年代後半になると議
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論が停滞してしまった。その背景には，ビジネ
スモデルとしての HRM システムの意識の高ま
りや，コンフィデンシャリティの観点から能
力・成果を勘案した HRM システム改革を行っ
た企業の事例研究を行うことが難しい状況にな
ったのではないかと推測される。また，ヘイシ
ステムの導入は，経営幹部層，幹部層へと段階
的に導入が進められることもあり，その進捗状
況についての追跡調査を行うことが困難であっ
たのかもしれない。しかし，2000年以降になる
と，グローバル経営を念頭に HRM システム改
革を行うという問題意識とは異なる形で議論が
展開された。

３） 第３期：2000年以降：成果主義に関する
議論の混乱

　2000年以降になると，一部上場企業を中心に
欧米式の職務等級制度が定着し，次の段階とし
て「運用や調整」が問題となった。しかし，欧
米式の職務等級制度をベースとした「成果主義
的」給与体系は，成果主義批判という形で展開
されることが多くなった（e.g., 竹村，2002；楠
田，2002；高橋，2004）。成果主義批判を展開
する研究では，主に終身雇用を前提とした職能
資格制度であっても厳しい競争が展開されてお
り，成果を重視することによって従業員の士気
が低下する，またいち早く成果主義を取り入れ
た日本企業の失敗事例（e.g., 城，2004）が取り
上げられ，日本企業には適さないのではないか
との見解が示された。このような形で議論が展
開されるようになった背景には，第１に，給与
水準の切り下げの手段として成果主義が考えら
れたことがあった。つまり，多くの企業が1990
年代の不況を乗り切る手段として，事業の統廃
合を行い，いわゆる雇用の「リストラ」を行っ
た。その際，年功序列の給与体系のため，市場
価格よりはるかに高騰していた中高年層の給与
カットの手段として，「成果主義」が強調され
た。第２に，新しい職務等級制度が，旧来の日
本的経営の基本原則であった「年功序列」やそ
れをベースにした職能資格制度を排除する手段

として認識されたことにある。職務等級制度で
は，年功は否定され，「職務にもとづく能力・
成果」のみが強調される。この点が旧来の日本
的経営のカルチャーと鋭く対立したと考えられ
る。このように，職務等級制度への HRM シス
テム改革についての議論は，本来の目的である
グローバル経営の遂行という観点から大きく離
れ，HRM システムの「良し悪し」に焦点が当
てられた。しかし，われわれは， HRM システ
ム自体に問題があるというよりも，職務等級制
度の「導入」の方法に問題があると考えてい
る。この側面は先行研究でほとんど取り上げら
れてこなかった点である。

４）グローバル経営を念頭に置いたHRMシ
ステム改革における検討課題

　1990年代以降，日本企業の本社において，グ
ローバル経営を念頭に置いた HRM システム改
革が行われたが，筆者が日本企業複数社に対し
て行ったインタビュー調査では，職務等級制度
の導入を行ったものの，その運用や調整に苦戦
している企業が散見された。その１つの原因と
して導入方法について指摘したい。

（1）HRMシステムの導入に関わる課題
　日本企業が職務等級制度を導入する場合，コ
ンサルティング・ファームとの協働作業を通じ
て行われることが多い。その理由は，従来日本
企業が運用してきた職能資格制度とは論理の異
なる HRM システムであるが故に，日本企業が
職務等級制度に関する十分な導入ノウハウを持
ちあわせていないことにあると推察できる

（e.g., 城，2004）。安室（1992）は，日本企業が
職務等級制度の導入に失敗してきた理由とし
て，コンサルティング・ファームが持つノウハ
ウを十分に理解していなかった点及び自己流に
職務等級制度を歪めたからではないかと指摘す
る（安室，1992，p.109）。しかし，コンサルテ
ィング・ファームに依頼したからといって，
HRM システム改革の成功は保障されるもので
はない。当然ながら HRM システム改革を行う
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企業側の「目的意識」，「意識改革」，導入・定
着に向けた継続的な「自助努力」が必要とな
る。成功事例として取り上げられる武田薬品工
業では，経営幹部層を対象とした HRM システ
ム改革を行った際には，トップが HRM システ
ム改革に対する強い意志を示すとともに（e.g., 
武田，2005），人事部がコンサルタントと協働
して HRM システム改革に取り組み，ヘイシス
テム自体の理解を醸成した。後に，コンサルタ
ントから得たノウハウを活かして，一般社員を
対象に成果を勘案した HRM システムを自ら構
築し，新たな HRM システムの実践に向けて評
価者訓練等の自助努力を重ねている（e.g.，柳
下，2001）。導入に苦戦している企業は，コン
サルティング・ファームとの協働を通じて，職
務等級制度自体への理解を醸成することや，導
入ノウハウを十分に獲得することができなかっ
た可能性がある。

（2）HRMシステムの運用に関わる課題
　経営現地化の促進を考えた場合，海外派遣者
の果たしてきた役割を職務等級制度及び職務記
述書にどのように組み込み，反映させていくか
という問題を扱うことになる。これは重要な検
討課題であると同時に難しさを孕む課題でもあ
る。経営現地化の重要性が指摘されてから久し
い。1990年代以降 HRM システム改革が行われ
たが，それでもなお経営現地化問題が日本企業
及び現地国双方にとって望むような結果に至っ
ていない原因の１つとして，日本企業の HRM
のグローバル化は単なる HRM システムの改革
ではなく，日本企業のビジネスのあり方を含め
た大きな改革を行わねばならない点にあると捉
えることができるかもしれない。グローバル経
営を実行する上で多様な人材に受容され，納得
される HRM システムを構築することは，グロ
ーバル企業の要件であるが，HRM システムの
みの改革は十分条件ではなさそうである。
　以上，MNCs の戦略と HRM システムとの外
的整合性，HRM システムの導入，運用という
３つの視点から日本企業の IHRM のグローバ

ル化に関する検討課題を指摘してきた。これま
での議論から，HRM システム改革は，単なる
HRM システムの変更ではなく，志向する国際
戦略と HRM システムとの外的整合性の問題，
職務等級制度の導入，運用に関する課題を総合
的に捉える必要があり，これらを含めて HRM
システム改革に取り組む時，グローバル市場に
適用できる HRM システムとして職務等級制度
を機能させることが可能となると考えられる。

結び

　以上，本稿では，グローバル経営の遂行とい
う観点から経営現地化問題に焦点を当て，なぜ
日本企業では経営現地化が進まないのかに関す
る課題について検討してきた。本稿では，経営
現地化に関する先行研究のレビューを通じて，
日本企業で経営現地化が進んでいない理由を日
本型職務構造に基づく IHRM の特質に求めた。
そして，われわれは HRM システムの役割に着
目し，日本企業がグローバル経営を行うために
は，グローバルな適用可能性の高い HRM シス
テムの導入へと，IHRM のグローバル化を図る
必要があることを指摘した。しかし，職務等級
制度をベースとするコンピテンシーマネジメン
トの導入・運用には，①新たな HRM システム
を導入する際のノウハウの獲得や企業側の取り
組み姿勢に関する課題，②新たな HRM システ
ムの実際の運用に関わるノウハウの獲得や，新
たな HRM システムと日本的経営システムとの
整合性をどのように図るかに関する課題を含め
て検討することが必要となる。従って，経営現
地化問題は，単なる HRM システムの改革とい
う安易な議論では済ますことのできないほど日
本企業に多大な労力を求める課題であるといえ
る。グローバル経営の遂行を念頭に置いた
HRM システム改革の検討課題として，職務等
級制度の「導入・運用」に関する問題は先行研
究でほとんど指摘されてこなかった点であり，
本稿の先行研究への１つの貢献点である。
　一方で本稿にはいくつかの研究課題が残され
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ている。第１は，日本本社への追加調査も含
め，経営現地化への取り組み及び HRM システ
ムのグローバル化という問題についてさらなる
質的調査行い，HRM システム改革の現状を把
握し，ケースを蓄積することである。質的調査
を行う理由は，HRM のグローバル化が進めら
れている段階にあると考えられるため，量的調
査では十分に日本企業の現状を把握することが
難しいと考えられるからである。第２は，海外
子会社を含めた HRM のグローバル化が進めら
れている企業もあると考えられるため，本社及
び海外子会社双方へ質的調査を行い，経営現地
化の進捗状況を明らかにすることである。第３

は，これらの今後の研究課題を踏まえて，グロ
ーバル企業に求められる HRM とは何かを明ら
かにすることである。これには，MNCs の国
際戦略と HRM システムとの外的整合性の検
討，各 MNC によって HRM のグローバル統合，
現地適応がどのように図られているのかという
HRM 諸施策の視点からの比較検討，グローバ
ル企業の HRM を規定する要因の検討等が含ま
れる。従って，これらの課題に取り組むには，
日本企業だけではなく，米系・欧系 MNCs も
含めた比較研究を行う必要がある。日本企業に
おける HRM のグローバル化は，日本企業がグ
ローバル企業として経営現地化を促進する上で
の１つの解決策となり，グローバルな競争優位
を高める基盤となるだろう。

注
１）経営現地化には，資本の現地化，人の現地化，

技術の現地化，原材料・部品の現地調達，経営
管理的スキル（金原，1988，pp.52-53），また経
営権の現地化，流通機構の現地化，輸送手段の
現地化（坂本，1982）等の諸側面があるが，本
稿では人の現地化について取り上げ，考察する。

２）Harzing の調査では，ヨーロッパ MNCs は日本
MNCs よりも TCNs を雇用する傾向にあるとい
う。それは，ヨーロッパ諸国（デンマーク -ス
ウェーデン，スペイン -ポルトガル）において
近隣諸国の人材を雇用できる可能性が高いこと
を反映しているからかもしれないと示唆してい
る（Harzing，2004，p.256）。

３）Evans et al.（2002）は，海外派遣者とグローバ
ルマネジャーの違いについて次のように述べて
いる。海外派遣者は，彼らの出身国とは異なる
国において働くという「場所」によって定義さ
れるが，グローバルマネジャーは心理状態（state 
of mind）によって定義されると指摘する。グロ
ーバルマネジャーは，グローバルマインドセッ
トを備える必要があるという点で海外派遣者と
は異なると指摘している（Evans et al.2002，
p.385）。グローバルマインドセットは，心理学
的視点及び戦略視点から取り上げられている概
念であり，彼らは，「現地に特有の視点を持ちつ
つ，同時にグローバルな視点を持つ」という２

重の視点を持つことと捉えている（Evans et 
al.2002，p.397）。

４）田端は，グローバル経営は，必ずグローバル戦
略を伴うが，グローバル戦略にはグローバル経
営を伴わない場合（海外に事業拠点を持ってい
なくてもグローバル戦略を展開することは可能
なため）がある（田端，2007，p.18）と指摘し
ている。本稿でグローバル経営という用語を使
用する場合，田端（2007）の研究に依拠し，グ
ローバル戦略を伴う（含む）ものとする。ただ
し，引用もしくは，先行研究の議論に応じて，
グローバル戦略と表記する場合もある。

５）R&D 集約度は，Harzing(2001)の実証研究では
統計的に有意な関係は見られなかったが，Tan 
andMahoney（2002）らの研究で指摘されてい
ることから括弧付で取り上げられている

（Harzing，2004，p.257）。また，図表２-１上に
示されている＋記号は，PCNs が海外子会社の
経営幹部層に活用される可能性に正の相関関係
がある場合，－記号は負の相関関係があること
を示している。

６）佐藤の調査結果によると，生産部門の現地化は，
１）日本人出向者が公式職位を占有→２）現地
人従業員が公式職位を占有＋日本人アドバイザ
ーの補佐→３）現地人従業員が実質的権限を獲
得という３段階を経て進められる傾向がみられ
るという（佐藤，1984a，pp.11-12）。

７）永野（1992）は，雇用情報センターが1990年１

月に実施したアジアにある日本企業の現地子会
社への質問紙調査のデータ「アジアにおける日
系企業の人材に関する調査」を再集計し，分析
を行っている。

８）Harzing（1999）は，bureaucratic formalized 
control と表現しているが，本稿では一般的に使
用されている公式化という言葉を用いる。

９）海外子会社での経営現地化を図るべく，日本企
業では管理職の人材育成に努めているが，彼ら
の転職率の高さも海外派遣者の活用を減らせな
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い１つの要因となっているようである（e.g., 安
保他，1991，；園田，2001）。安保他（1991）に
よると，ブルーカラーの離職率はアメリカ企業
では年間10％は珍しくないが，スーパーバイザ
ーやホワイトカラーの管理職層の転職率はしば
しばブルーカラーより高いという（安保他，
1991，p.261）。また園田（2001）の調査による
と，アジアでは，会社への帰属意識がさほど強
くない HCNs に日本企業や現地企業が悩まされ
ており，その結果，従業員への教育投資に消極
的にならざるをえない状況があるという（園田，
2001，pp.61-63）。

10）白木（2006）は，日本の HRM システムの導入
可能性という視点から，先行研究を導入積極派，
導入消極派，折衷派の３つに分類し，折衷派の
研究として安保（1991）を取り上げている。し
かし，安保他（1991）の研究では，日本的経営
システムの適用（米国への移転）とそれを現地
子会社（米国）の環境に適応（日本的経営シス
テムの修正ないし米国方式の採用）する見方を
提示しているが，彼らの調査結果によると，ア
メリカ的システムの実現を経営全体にわたって
追求する「適応」のケースは限られており，適
応のケースがある場合でも，多くの面で日本方
式の「適用」の方向に軌道修正されているケー
スがあるという（安保他，1991，p.32）。従って，
本稿では，適用可能と主張する研究と適用すべ
きでないと主張する２つの視点からの代表的研
究を取り上げることにした。

11）小池は，日本方式が海外で通用するためには，
長期に技能を高めると得になる仕組み，例えば
技能の向上をきちんと評価し，その評価にもと
づき昇進し昇給する等の方策を設ける必要があ
ると指摘している（小池，2005，p.233）。

12）職務等級制度とは，従業員の遂行する職務を注
視し，その職務に対して格付けを行い，賃金を
支払う制度である（長谷川，1971，p.246）。職
務 等 級 制 度 で は， ま ず 職 務 分 析（Job 
evaluation）が行われ，その後職務記述書（Job 
description）によって，各従業員のポジション
の職務内容が明確かつ普遍的に定義され，職務
が評価される。

13）ヘイシステムとはコンサルティング・ファーム
のヘイ・グループによって1950 年代に開発され
たヘイ・ガイドチャート・プロファイル・メソ
ドロジーのことである（Skenes and Kleiner，
2003）。職務等級制度では職務分析が行われる。
職務分析にはいくつかの方法があるが，最も安
定性のある評価法は点数法（Pointmethod）であ
ると指摘されている（Cenzo and Robbins, 1996, 
p.361）。この点数法の中でもヘイ・グループに

よって開発されたヘイシステムは多くの MNCs 
で 利 用 さ れ て い る（Edward and Lawler Ⅲ，
1990，p.135）。本稿では，一般的な名称として
使用する場合には，職務等級制度という用語を，
ヘイ・グループによって提供されている手法を
指す場合にはヘイシステムという用語を使用す
る。

14）ヘイ・グループの強みは，コンセプト（ヘイシ
ステム，コンピテンシーマネジメント）のオリ
ジナル性にある。しかし，経営コンサルティン
グ産業では，流行となったコンサルティング手
法は，競合他社によってすぐさま模倣され同様
の商品として提供されることが常態化しており，
ヘイ・グループの場合も，同様のコンピテンシ
ー制度を提供している競合他社が存在している。
しかも，そういった競合他社におけるコンピテ
ンシーマネジメントの提供には，ヘイ・グルー
プから引き抜かれたコンサルタントが関わって
いる場合が多いという（西井，2010，p.222）。
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